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資料１ 入院を要する小児救急医療体制の整備状況（全国計）        （単位：地区、％） 

                 時点等 

区 分 

平成15年９

月 1日現在

16 年９月

１日現在 

対前年

増加数

17 年９月

１日現在 

対前年

増加数 

18 年９月

１日現在

対前年

増加数

小児救急医療圏総数 406

(100)

404

(100)

△2 407

(100)

3 396

(100)

△11

うち、整備済地区数 180

(44)

221

(55)

41 234

(57)

13 245

(62)

11

小児救急医療支援事業の

実施による整備済地区 

124 139 15 136 △3 144 8

小児救急医療拠点病院
運営事業の実施による
整備済地区 

31 46 15 58 12 59 

  

1
内

訳 

その他（県単独事業等

による整備済地区） 

25 36 11 40 4 42 2

(注) １  厚生労働省の資料に基づき､当省が作成した｡ 
２ ( )内は、各年の小児救急医療圏総数を 100 とした場合の整備済地区の割合である。 

 

 

資料２  小児救急医療体制（二次救急医療）の確立に係る事業の未実施地区（平成 17 年９月１

日現在）の理由等別の状況 

(1) 未実施地区数  173 地区 (小児救急医療圏数 407 － 事業の実施地区数 234 ＝ 173)

 

(2) 未実施の理由等別の状況 

① 小児救急に特化した体制を採る必要がない。                   28 地区 

   ａ．(一般の)病院群輪番制病院又は共同利用型病院で対応        ２地区 

   ｂ．救命救急センター(三次救急医療機関)で対応等             26 地区 

 

② 小児救急医療体制が必要だが､体制整備に困難を来している。   145 地区 

   ａ．小児科医が少ないため。                                144 地区 

   ｂ．医療機関の理解が得られないため。                        １地区 

    (注) 厚生労働省の｢平成 17 年全国小児救急医療関係主管課長会議資料｣による。 
 

資料３ 小児救急医療圏（調査対象 228）における小児科医の対応状況(平成 18 年 10 月現在) 

（単位：地区、％） 

当省の調査結果 

24 時間 365 日対応不可能 

厚生労働省の把握結果 
24時間365日対応可能

通常の診療時間帯以

外の深夜、休日の一

部は対応可能 

通常の診療時間帯の

み対応可能 

整備済地区：159（100） 

(24 時間 365 日対応可能) 

124 

（78） 

35 

（22） 
0 

未整備地区：69 

(24時間365日対応不可能) 
３ ３ 63 

計：228 127 38 63 

（注）１ 当省の調査結果による。 
２ （ ）内は「整備済地区：159」に占める割合である。 
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資料４ 小児救急医療圏の整備に関する効果的な取組事例 

都道府県名等 効 果 的 な 取 組 事 例 

概 要 複数の二次医療圏を大ぐくりにした小児救急医療圏の設定により、24 時

間 365 日小児科医が対応可能になった事例 

群馬県 

内 容 １ 小児救急医療圏の設定状況 

  群馬県においては、平成 13 年から、県内に 10 地区ある二次医療圏を

再編して小児救急医療圏５地区を設定し、輪番制によって、24 時間 365

日小児科医が対応可能な体制を整備している。 

２ 小児救急医療圏設定に当たっての都道府県の考え方 

  24 時間 365 日の小児救急医療の提供体制の整備を目指しており、二次

医療圏ごとに小児救急医療圏を設定した場合、輪番制等によっても 24

時間 365 日体制が実現できない地区については、複数の二次医療圏を一

つの小児救急医療圏に集約することにより、その実現を図ることとして

いる。 

概 要 個々の医師の労働負担の軽減を図ることにより、24 時間 365 日対応可能

な小児科医の確保に成功している事例 

Ａ１病院 

（徳島県） 

内 容 24 時間 365 日対応可能な体制を整備するに当たり、当直体制を採らず、

常勤７人の小児科医による２交代勤務制を採ることにより、24 時間体制で

ありながら、小児科医１人当たり１週間の労働時間が 40 時間以内となる

よう１か月単位のシフトを組み、個々の小児科医の労働負担を軽減するこ

とを明らかにして、大学医局から必要な小児科医の派遣を受けることによ

り小児科医を確保している。 

（注）当省の調査結果による。 
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資料５ 小児救急医療に関するアンケート調査結果（抜粋） 

１ 調査対象 24 都道府県の小児医療対策従事者からの回答 

(1) 都道府県で小児救急医療圏を設定する上での課題（回答者数 78 人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 都道府県で小児救急患者の受入対策を実施する上での課題（回答者数 78 人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

あなたが勤める都道府県において、小児救急患者の受入対策を実施
する上で、どのようなことが課題になっているとお考えですか(複数回答)

69.2

55.1

42.3

34.6

29.5

25.6

10.3

15.4

0 20 40 60 80 100

救急医療に参加している開業医が少ないなど、休日・夜間

の診療のために必要な小児科医の確保がされていない   

ほとんどの二次医療圏で小児科医が少なく、輪番制を組む  

ことが難しいなど、十分な救急応需体制が整備されていない

小児救急患者が、二次救急医療機関に集中し、

重篤な患者の受け入れに支障をきたしている    

国立大学附属病院、国立病院であっても救急

医療を担う体制としては充分とは言えない      

新生児等の集中治療室などの施設、

設備が十分に整備されていない       

非小児科医の小児救急医療に関する研修が

不足し、小児科医の負担が重くなっている     

初期救急から三次救急まで総合的に扱える医療機関がない

その他

課題はない

％

総数(n=78,M.T.=282％)

あなたが勤める都道府県において、小児救急医療圏を設定する上で、
どのようなことが課題になっているとお考えですか(複数回答)

39.7

16.7

11.5

9.0

33.3

9.0

0 20 40 60 80 100

小児救急医療圏は、地域の医療資源(医療機関数、

医師数等)の実情にそぐわなくなっている

小児救急医療圏が広すぎるため、

救急搬送に時間がかかりすぎる  

小児救急医療圏が狭いため、当該医療圏の中に

小児救急医療の拠点となる医療機関がなく、

他の医療圏まで搬送しなければならない  

三次医療圏で救急医療機関が整備されたため、二次

救急の役割を担っていた近隣の病院が夜間診療を

やめてしまい、二次救急が機能しなくなっている

その他

課題はない

％

総数(n=78,M.T.=119.2％)
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２ 調査対象 24 都道府県内の医療関係者（小児科医）からの回答 

(1) 地域の小児救急医療圏の内容の的確でない点（回答者数 198 人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 地域の小児救急患者受入対策の内容の不十分な点（回答者数198人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
（注）１ 当省の調査結果による。 

   ２ 「ｎ」は回答者数を、「Ｍ.Ｔ.」は複数回答の質問において回答数の合計を回答者数（ｎ）で割った比率を

それぞれ表す。 

あなたのお勤めの地域で、小児救急医療圏について、
どのような内容が的確でないと思われますか(複数回答)

53.5

22.7

10.6

9.1

24.2

3.0

11.6

0 20 40 60 80 100

小児救急医療圏は、地域の医療資源(医療機関数、 

医師数等)の実情を踏まえた設定が行われていない

小児救急医療圏が広すぎるため、

救急搬送に時間がかかりすぎる

小児救急医療圏が狭いため、当該医療圏の中に

小児救急医療の拠点となる医療機関がなく、

他の医療圏まで搬送しなければならない  

三次医療圏で救急医療機関が整備されたため、二次

救急の役割を担っていた近隣の病院が夜間診療を

やめてしまい、二次救急が機能しなくなっている

その他

わからない

十分に行われている

％

総数(n=198,M.T.=134.7％)

あなたのお勤めの地域で、「小児救急患者の受入対策」について、
どのような内容が不十分だと思われますか(複数回答)

66.7

46.5

46.5

46.0

44.4

37.9

29.8

27.3

13.6

5.1

0 20 40 60 80 100

休日・夜間の診療のために必要な

小児科医が確保されていない

小児救急患者が、二次救急医療機関に集中し、

重篤な患者の受け入れに支障をきたしている  

救急医療に参加している開業医が少ない

二次医療圏における小児科医の確保が不十分

なため、輪番制を組むことが難しいなど、

十分な救急応需体制が整備されていない  

非小児科医の小児救急医療に関する研修が

不足し、小児科医の負担が重くなっている

国立大学付属病院、国立病院であっても救急

医療を担う体制としては充分とは言えない

初期救急から三次救急まで総合的に

扱える医療機関がない

新生児等の集中治療室などの施設、

設備が十分に整備されていない

その他

十分に行われている

％

総数(n=198,M.T.=363.8％)
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資料６ ＭＣ協議会における特定行為等の適応範囲の設定状況（平成18年10月現在） 

（単位：ＭＣ協議会、％） 

調 査 結 果 特定行為等の種類と

国が示す適応範囲の

目安 
適 応範囲の 設定状況 

種類 
適応範囲

の目安 

調査対 

象ＭＣ 

協議会 設 定 し て い る 
設定して

いない 

66(79) 

年齢 

 

・ ８歳以上：32(38) 

・ 15歳以上：12(14)    計44(52) 

年齢と

体重又

は身長 

・ ８歳以上又は体重25kg以上：４(５)

・ ８歳以上かつ体重25kg以上：２(２)

・ 15歳以上又は身長140cm以上：１(１)

・ 15歳以上又は身長150cm以上：１(１)

計８(10)

気管挿管 特になし 84 

（100） 

 

内 

訳 

その他 ・ 乳幼児を除く：１(１) 

・ 小 児を除く：５(６) 

・ 成 人 の み：７(８) 

・ ６㎜の気管チューブの適応者：１(１)

計14(17)

18 

(21) 

80(95) 

年齢 ・ ８歳以上：61(73) 

・ 15歳以上：１(１)     計62(74) 

薬剤投与 ８歳以上 84 

(100) 

 

内 

訳 

年齢と

体重 

・ ８歳以上又は体重25kg以上：11(13) 

・ ８歳以上かつ体重25kg以上：７(８) 

計18(21) 

４ 

(５) 

82(98) 

年齢 ・ １歳以上：76(90) 

・ ８歳以上：１(１) 

・ 16歳以上：１(１)     計78(93) 

除細動 １歳以上 84 

(100) 

 

内 

訳 年齢と

体重 

・ ８歳以上又は体重25kg以上：２(２) 

・ ８歳以上かつ体重25kg以上：２(２) 

   計４(５) 

２ 

(２) 

２(２) 気道確保 特になし 84 

(100) 

 

内
訳

年齢 ・ ８歳以上：１(１) 

・ 15歳以上：１(１) 

82 

（98） 

６(７) 

年齢 ・ ８歳以上：５(６) 

静脈路確

保のため

の輸液 

特になし 84 

(100) 

 

内
訳 

年齢と

体重 

・ ８歳以上又は体重25kg以上：１(１) 

78 

(93) 

（注）１ 当省の調査結果による。 

   ２ ( )内は、調査対象ＭＣ協議会に占める割合である。 
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資料７ 乳児及び新生児の死亡率（出生 1,000 人当たりの死亡数）の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注） 「人口動態統計」に基づき、当省が作成した。 

 

 

資料８ 乳児死亡率の国際比較 

区 分 昭和 25 年 35 年 45 年 55 年 平成 17 年 

日本 60.1 30.7 13.1 7.5 2.8

アメリカ合衆国 29.2 26.0 20.1 12.6 7.0

フランス 47.1 27.4 15.1 10.0 4.5

ドイツ 55.5 33.8 23.6 12.6 4.3

スウェーデン 21.0 16.6 11.0 6.9 3.3

イギリス 31.2 22.5 18.5 12.1 5.2

（注）１ 2006 年「国民衛生の動向」(財団法人厚生統計協会)の資料に基づき、当省が作成した。 

２ 平成 17 年の日本以外の国の数値は、アメリカ合衆国が 14 年の数値(暫定値)、フランス及

びドイツが 13 年の数値、スウェーデンとイギリスが 14 年の数値である。 

３ ドイツの昭和 55 年までの数値は、旧西ドイツのものである。 

 

3.8 3.7 3.6
3.4

3.2
3.1 3.0 3.0

2.8 2.8

2.0 1.9 2.0
1.8 1.8

1.6 1.7 1.7
1.5

1.4

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

3.5

4.0

平成8年 9年 10年 11年 12年 13年 14年 15年 16年 17年

死
亡
率

乳児

新生児

（出生1,000人当たり）
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資料９ 平成 17 年における都道府県別の乳児死亡率 

区分 
国全体の死亡率を上回っている都道

府県の状況 

国全体の死亡率以下となっている都道府県の状況

乳児死 

亡率 
3.5～3.3 3.2～2.9 計 2.8 2.7～2.1 2.0～1.7 計 

都道府 

県数等 

５都道府県 

滋賀県 3.5 

奈良県 3.4 

栃木県 3.3 

和歌山県3.3 

宮崎県 3.3 

14 都道府県 19 都道府県 ９都道府県 17 都道府県 ２都道府県 

佐賀県 1.7 

山形県 1.9 

28 都道府県

（注）１ 「人口動態統計」（厚生労働省大臣官房統計情報部）に基づき、当省が作成した。 

２ 平成 17 年の国全体の乳児死亡率は 2.8 である。 

 

 

 

 

資料 10 平成 17 年における都道府県別の新生児死亡率 

区分 
国全体の死亡率を上回っている都道

府県の状況 

国全体の死亡率以下となっている都道府県の状況

新生児 

死亡率 
2.1～1.8 1.7～1.5 計 1.4 1.3～1.0 0.9～0.7 計 

都道府 

県数等 

６都道府県 

滋賀県 2.1 

青森県 1.9 

岐阜県 1.9 

徳島県 1.9 

栃木県 1.8 

静岡県 1.8 

13 都道府県 19 都道府県 ８都道府県 18 都道府県 ２都道府県 

佐賀県 0.7 

和歌山県0.9 

28 都道府県

（注）１ 「人口動態統計」（厚生労働省大臣官房統計情報部）に基づき、当省が作成した。 

２ 平成 17 年の国全体の新生児死亡率は 1.4 である。 
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資料 11 平成８年から 17 年までの 10 年間における乳児死亡率 

区 分 
国全体の10年間の平均死亡率を上回っている都

道府県の状況 

国全体の10年間の平均死亡率以下となっている都道府県

の状況 

乳児死亡率 3.8以上 3.7～3.6 3.5～3.4 計 3.3 3.2～3.1 3.0～2.9 2.8以下 計 

都道府県数等 

 

 

 

 

６都道府県 

沖縄県 4.0 

徳島県 3.9 

福井県 3.9 

栃木県 3.8 

青森県 3.8 

高知県 3.8 

６都道府県 

 

10 都道府県 22 都道府県

 

３都道府県

 

13 都道府県 

 

８都道府県 

 

１都道府県

長野県 2.4

25 都道府県

上記のうち、毎

年の死亡率が７

年以上その年の

国全体の死亡率

を上回っている

ところ又は下回

っているところ 

（10年）栃木県 

（９年）滋賀県 

（８年）富山県、島根県、徳島県、福岡県、 

宮崎県、鹿児島県、沖縄県 

（７年）石川県、福井県、佐賀県、長崎県 

 

計13都道府県 

（10年）長野県、広島県 

（９年）－ 

（８年）岩手県、静岡県 

（７年）宮城県、秋田県、茨城県、 

鳥取県、岡山県、香川県 

 

計10都道府県 

（注）１ 「人口動態統計」（厚生労働省大臣官房統計情報部）に基づき、当省が作成した。 

２ 乳児の国全体の 10 年間の平均死亡率は 3.3 である。 

   ３ （ ）内の年数は、国全体の死亡率を上回った年数又は下回った年数を表す。 

   ４ 太字の都道府県は、乳児及び新生児の双方について死亡率が高いことが常態化している都道府県である。 
 
 
 

資料 12 平成８年から 17 年までの 10 年間における新生児死亡率 

区 分 
国全体の10年間の平均死亡率を上回っている都

道府県の状況 

国全体の10年間の平均死亡率以下となっている都道府県

の状況 

新生児死亡率 2.3以上 2.2～2.0 1.9～1.8 計 1.7 1.6～1.5 1.4～1.3 1.2以下 計 

都道府県数等 

 

 

 

２都道府県 

青森県 2.4 

福井県 2.3 

７都道府県 

 

17 都道府県 26 都道府県

 

10 都道府県

 

８都道府県 ２都道府県 １都道府県

長野県 1.2

 

21 都道府県

 

上記のうち、毎

年の死亡率が７

年以上その年の

国全体の死亡率

を上回っている

ところ又は下回

っているところ 

（10年）－ 

（９年）栃木県、富山県、長崎県 

（８年）青森県、滋賀県、徳島県、熊本県 

（７年）福井県、山梨県、福岡県、沖縄県 

 

 

計11都道府県 

（10年）長野県 

（９年）岩手県、広島県 

（８年）茨城県、岡山県 

（７年）静岡県、大阪府、鹿児島県 

 

 

計８都道府県 

（注）１ 「人口動態統計」（厚生労働省大臣官房統計情報部）に基づき、当省が作成した。 

２ 新生児の国全体の10年間の平均死亡率は1.7である。 

   ３ （ ）内の年数は、国全体の死亡率を上回った年数又は下回った年数を表す。 

   ４ 太字の都道府県は、乳児及び新生児の双方について死亡率が高いことが常態化している都道府県である。 
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資料 13 都道府県における乳児や新生児の死亡率に関する原因分析等の実施概要 

県

名 
実施時期、実施方法等 原因分析等結果の活用状況等 乳児や新生児の死亡率の改善状況 

富

山

県 

 

 

平成８年度から、新生児の死亡

事例の原因分析等を、富山県周産

期医療対策協議会（年１回）及び

新生児死亡改善検討会（年２回）

を開催して実施 

・ 周産期保健医療報告書を作成

し関係機関に配布 

・ 新生児の死亡事例の分析結果

は、医療現場の活動に反映され

るほか、母体や新生児の搬送に

係る消防機関との連携体制の構

築を推進 

（平成８年→17 年（減少率））

乳児死亡率  ４．７→３．２（31.9％）

（全国平均     3.8 → 2.8 （26.3％））

 

新生児死亡率 ２．６→１．６（38.5％）

（全国平均     2.0 → 1.4 （30.0％））

滋

賀

県 

平成 18 年度に、滋賀県の周産

期、新生児及び乳児の死亡率が全

国平均と比べ高いことから、その

原因を究明し対策を講じるため、

周産期救急医療機関の協力を得

て、後期死産と乳児死亡状況を調

査 

 原因分析のための調査が平成 18 年 8 月に行われたばかりであり、現時点で

はその効果等は不明 

徳

島

県 

平成 10 年度から、徳島県周産期

医療検討会を開催し、周産期及び

新生児の死亡率を始めとする周産

期医療の現状と課題及び今後の在

り方を検討 

・ 平成 12 年３月に、報告書「徳

島県における周産期医療体制の

あり方について」が取りまとめ

られ、関係機関に配布 

・ 当該報告書では、基幹となる

周産期母子医療センターの整

備、母体と新生児の 24 時間搬送

体制の構築等を提言 

（平成 12年→17年（減少率））

乳児死亡率  ３．６→３．０（16.7％）

（全国平均     3.2 → 2.8 （12.5％））

 

新生児死亡率 １．９→１．９（0％） 

（全国平均     1.8 → 1.4 （22.2％））

 

沖

縄

県 

① 平成９年度 

沖縄県母子保健医療実態調査

を実施し、乳児・妊産婦死亡、

周産期死亡・死産等の状況と産

婦人科及び小児科病院等の施設

設備の整備状況を調査分析 

② 平成 10 年度から 11 年度 

次の調査を実施し、沖縄県周

産期保健医療協議会で、乳児死

亡率や低体重児出生率の高さを

改善する方策を検討 

ⅰ）総合的な周産期医療システ

ムの整備に関する調査 

ⅱ）周産期医療に関する乳児死

亡調査 

ⅲ）低体重児等出生要因調査 

① 乳児及び新生児死亡率が高い

原因（主な死因は呼吸障害、血

管障害、感染症等）と、産科施

設当たりの出生数の地域差や、

医師の配置、ＮＩＣＵの不足等

の問題を明らかにするととも

に、それらへの対策の必要性を

指摘 

② 平成11年度に、調査結果を「沖

縄県における周産期医療体制の

あり方について」として取りま

とめ、関係機関に配布 

（平成８年→17 年（減少率））

乳児死亡率  ５．１→２．５（51.0％）

（全国平均     3.8 → 2.8 （26.3％））

 

新生児死亡率 ３．０→１．６（46.7％）

（全国平均     2.0 → 1.4 （30.0％））

（注）当省の調査結果による。 
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資料14 厚生労働省及び文部科学省が用いている児童･生徒の肥満傾向の判定方法 

区 分 児童・生徒の肥満傾向の判定方法の概要 

日比式 

(厚生労働省) 

肥満度＝（実測体重（kg）－標準体重（kg））／標準体重（kg）×100 

この数値が20％以上であれば肥満とされる。 

※ 標準体重は、性別・身長別に設定されている。 

ⅰ 肥満傾向＝（実測体重（kg）－身長別標準体重（kg））／身長別標準体重（kg）×100

この数値が20％以上であれば、肥満傾向とされる。 

※ 身長別標準体重は、学校保健統計調査による身長別平均体重で代用して差し支え

ないとされている。 

身長別標準体重 

(文部科学省) 

ⅱ 肥満度（過体重度）＝（実測体重（kg）－身長別標準体重（kg））／身長別標準体重

（kg）×100 

この数値が20％以上であれば肥満傾向とされる。20％以上30％未満は軽度、30％以

上50％未満は中程度、50％以上は高度の肥満と判定される。 

※ 身長別標準体重は、平成12年乳幼児身体発育調査（厚生労働省。10 年ごとに実

施）の結果に基づき設定された性別・年齢別・身長別の係数を元に、一定の計算式

によるものとされている。 

（注）１ 当省の調査結果による。 
   ２ ①日比式：日比逸郎によって昭和43年に示された判定方法 

           ②身長別標準体重 
            ⅰ：  平成６年に「学校保健法施行規則の一部を改正する省令の施行及び今後

の学校における健康診断の取扱いについて（通知）」（平成６年12月８日付け
文体学第168号文部省体育局長通知）により示された判定方法 

            ⅱ：  平成18年に「児童生徒の健康診断マニュアル（改訂版）」（平成18年３月財
団法人日本学校保健会作成、文部科学省監修）により示された判定方法 

 
 

資料15 厚生労働省及び文部科学省の算定方法による肥満傾向児数の相違     （単位：人) 

区  分 調査対象者数 厚生労働省方式 文部科学省方式 

小学６年生 3,790（100） 474（12.5） 446（11.8） 
肥満傾向児数 

中学３年生 4,739（100）  450（ 9.5） 467（ 9.9） 

（注）１ 調査対象99校における平成17年度の小学６年生及び中学３年生について、合計8,529名（小

学６年生3,790名、中学３年生4,739名）を抽出し、当省で試算した結果による。 

２ ( )内は、「調査対象者数」に占める割合である。 
 
 

資料 16 厚生労働省及び文部科学省の方式による身長 145cm の女子の標準体重の相違 （単位：kg） 

区 分 ８歳 ９歳 10 歳 11 歳 12 歳 13 歳 14 歳 15 歳 16 歳 17 歳

厚生労働省方式による標準

体重 
37.5 

文部科学省方式による標準

体重 
36.3 37.6 37.8 37.6 38.5 40.7 42.9 44.2 44.8 44.3

(参考)平成 18 年度学校保健

統計調査に基づく平均体重 
38.2 38.1 37.5 37.6 38.3 39.3 43.3 44.6 45.6 47.8

（注）文部科学省の資料に基づき、当省が作成した。 
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資料 17 国庫補助事業に係る主な事例 

 

【 補助金の採択審査等の事前チェックが不十分 】 

補助金名（細目・メニュー） 医療施設運営費等補助金(救急医療情報センター運営事業) 

補助事業の実施主体 宮城県 

要 約 救急医療情報システムの利用が低調 事例の

概要 宮城県は、本補助事業により、平成 11 年４月から、救急医療情報システムの運営をＢ１

財団法人に委託して行っている。当該システムは、県内 157 の医療機関と 12 の消防本部及

び県を接続し、医療機関における診療・手術の可否、空床の有無等の救急医療応需情報を

提供するものである。 

しかし、医療機関が最新の情報を適時・適切に入力していない等のため、過半数の消防

本部では、当該システムをほとんど利用していない。 

 

【 補助金の実績報告審査、監査等の事後チェックが不十分 】 

補助金名（細目・メニュー） 医療施設運営費等補助金(小児救急医療支援事業) 

補助事業の実施主体 徳島県及び 33 市町村 

要 約  補助対象となる診療日数の算定に誤りがあり、当省の試算によれば、平成 14 年

度から 16 年度までの３年間で、補助金 82 万 6,000 円が過大に交付されている。 

事例の

概要 

徳島県では、本補助事業により、複数の病院による休日・夜間の輪番制を実施している。

平成 14 年度から 16 年度までの実績報告書で報告されている休日・夜間の診療日数（当番

実績）をみると、祝日（月曜日から金曜日までの間に限る。）の診療日数について、夜間当

番しか行っておらず診療日数１日とすべきところ、昼間の分もカウントし診療日数２日と

するなど、算定方法を誤っていることから、実際の診療日数よりも過大となっている。当

省が、実際の診療日数を基に、補助金額を試算したところ、平成 14 年度から 16 年度まで

の 3年間に 82 万 6,000 円が過大に交付されている。 

 

【 事業主体において適切な事務処理が行われていないもの 】 

補助金名（細目・メニュー） 医療施設運営費等補助金(救急医療情報センター運営事業) 

補助事業の実施主体 愛知県 

要 約 補助対象業務以外の業務を兼務している者の人件費について兼務分を按分せず

に補助対象経費を算出している。その結果、当省の試算によれば、平成 17 年度に

補助金 31 万 7,000 円が過大に交付されている。 

事例の

概要 

愛知県は、救急医療情報センターの運営をＨ１社団法人に委託して行っており、同社団

法人の次長の人件費の全額についても補助対象経費とし、補助金の交付を受けている。 

しかし、当該次長は本補助事業に係る業務のほかに当該社団法人の業務を兼務しており、

このような場合、補助対象業務とそれ以外の兼務業務の従事時間等を基に人件費を按分し、

兼務業務分は補助対象経費に含めないこととされているにもかかわらず、それが遵守され

ていない。当省が、それぞれの業務への従事時間を基に人件費を按分し、補助金額を試算

したところ、平成 17 年度に 31 万 7,000 円が過大に交付されている。 

 


